
別紙１

（単位：百万円）

収入

長期借入金等 62,582

業務収入 1,881,907

その他収入 205

計 1,944,694

支出

業務経費 1,725,400

診療業務経費 1,643,282

介護業務経費 63,802

教育業務経費 4,768

その他の経費 13,548

施設整備費 200,886

借入金償還 2,529

支払利息 517

その他支出 1,822

計 1,931,155

（注１）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

（注２）平成31年度以降の診療報酬改定は考慮していない。

（注３）給与改定及び物価の変動は考慮していない。

［人件費の見積り］

　期間中総額884,191百万円を支出する。

　上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、退職手当及び法定福利費に相当する範囲の費用（非常勤役職員分を

除く。）である。

中期計画（平成31年度から令和５年度まで）の予算

区　　　　　　　　　　　　別 金　　　　　額



別紙２

（単位：百万円）

収益の部 1,884,933

診療業務収益 1,805,392

医業収益 1,785,528

研究収益 1,924

その他診療業務収益 17,939

介護業務収益 72,276

介護収益 69,657

その他介護業務収益 2,620

教育業務収益 2,780

看護師等養成所収益 2,486

研修収益 48

その他教育業務収益 246

その他経常収益 4,484

財務収益 133

その他 4,351

費用の部 1,875,414

診療業務費 1,785,136

人件費 937,568

材料費 439,370

諸経費 291,287

減価償却費 116,911

介護業務費 69,110

人件費 47,132

諸経費 18,720

減価償却費 3,258

教育業務費 5,719

人件費 3,505

諸経費 1,400

減価償却費 814

一般管理費 11,621

 人件費 7,450

諸経費 2,001

減価償却費 2,170

その他経常費用 2,422

財務費用 944

その他 1,479

臨時損失 1,405

純利益 9,519

総利益 9,519

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

中期計画（平成31年度から令和５年度まで）の収支計画

区　　　　　　　　　　　　別 金　　　　　額



別紙３

（単位：百万円）

金　　　　　額

資金収入 1,976,139

業務活動による収入 1,881,907

診療業務による収入 1,802,647

介護業務による収入 71,995

教育業務による収入 2,780

その他の収入 4,484

投資活動による収入 205

財務活動による収入 62,582

長期借入による収入 62,582

前期中期目標の期間よりの繰越金 31,445

資金支出 1,976,139

業務活動による支出 1,725,918

診療業務による支出 1,643,282

介護業務による支出 63,802

教育業務による支出 4,768

その他の支出 14,065

投資活動による支出 202,412

有形固定資産の取得による支出 180,691

その他の支出 21,721

財務活動による支出 2,825

長期借入金の返済による支出 2,529

その他の支出 296

次期中期目標の期間への繰越金 44,984

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

中期計画（平成31年度から令和５年度まで）の資金計画

区　　　　　　　　　　　　別



別紙４

医療機器・IT・施設設備の整備に関する計画

　地域医療機能推進機構の収入の約９割は自己財源である診療収入であり、この診療収
入は、医療環境の変化や地域医療機能推進機構の医療面及び経営面の努力等により増減
するものである。

　また、医療機器・IT・施設設備への投資は、診療収入の多寡を左右する面とともに、
収益力により制約されざるを得ない面がある。

　地域医療機能推進機構においては、地域医療機能推進機構が担うべき医療を中長期的
に安定して実施できるよう、本中期計画期間中、医療機器・IT・施設設備について、医
療面の高度化や経営面の改善及び患者の療養環境の改善が図られるよう、必要な整備の
ための投資を行うものとする。

　このため、本中期計画期間中の総投資額は、2,009億円程度とし、その財源について
は、可能な限り収益力の改善を通じた自己資金の割合を高めるものとする。

　なお、地域医療機能推進機構内外の状況の変化に応じて、総投資額は100億円程度の増
減があり得るものとする。

  【平成31年度から令和５年度まで　医療機器・IT・施設設備の整備に関する計画】

区 分 予 定 額

医療機器整備   592億円±α

I T 整 備   404億円±β

施設設備整備 1,013億円±γ

2,009億円±δ

（財源：長期借入金等（自己資金含む））
合 計


